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１．目的  

 寒冷地におけるコンクリート構造物の劣化要因とし

て凍害がある。コンクリート構造物の適切な維持管理

を行う上で劣化予測の精度を高める必要があり、現在

経年と凍害深さ（凍害による影響を受けた深さ）の関

係を整理する取組みを実施している 1）。竣工から 58 年

が経過した発電所が移設・更新されたことから、長期

間凍害環境にさらされたコンクリート構造物の凍害深

さを評価するために諸試験を実施した。本報告はその

結果について述べるものである。 

２．対象構造物  

 岩手県の山間部に建設されたA水力発電所は 1954年

に竣工し、調査実施時の 2012 年 10 月現在 58 年が経過

している。調査は水圧鉄管固定台の 1、2、4 号固定台

を対象に実施した。1 号固定台の外観を写真-1に示す。

建設当時の記録は保存されておらず、配合条件は不明

であった。所在地の凍害危険度は 2 と判定されている。 

３．試験項目 

 実構造物及びコア供試体に対して実施した試験項目

を表-1 に示す。実構造物に対して、超音波伝播速度に

より非破壊で凍害深さを推定する表面走査法 2）を実施

した。その後、径φ150mm、長さ約 300mm のコアを採

取し、コアを供試体に成形して各種試験を実施した。 

４．試験結果 

空気量、気泡間隔係数の結果を表-2 に示す。A 水力

発電所が建設された 1950 年代初頭は、AE 剤自体が普

及していなかったと考えられる。コアについて求めた

空気量、気泡間隔係数の値は耐凍害性を有するコンク

リートの値とは大きく離れており、耐凍害性は低いも

のと推察される。 

凍害深さの推定結果、圧縮強度試験結果を表-3 に示

す。また、表面走査法による凍害深さの測定結果事例

を図-2に示す。表面走査法で凍害深さの推定が可能に 

 

なる条件として、超音波の受・発信子間の距離が長く

なるほど、超音波伝播速度が速くなる必要がある。し

かしながら、測定結果の大半が受・発信子間の距離が

長くなるほど、超音波伝播速度が低下、あるいは変化

せず、凍害深さを推定することができたのは 15 測定点

中 3 点にとどまった。推定された凍害深さは 32～56mm

であった。 

コアを対象にして、深さ方向に超音波伝播速度の測

定を行った結果を図-3 に示す。1、4 号固定台ともに、

表層から約 10cm までは、超音波伝播速度が増加してい

ることが確認された。超音波伝播速度が概ね一定とな

る深さを凍害深さと判断すると、凍害深さは表層から

約 10cm と推定される。一方、超音波伝播速度が 4.0km/s

以上あれば、健全なコンクリートである 3）と判断する

表-2 空気量・気泡間隔係数結果など 

空気量
（%）

気泡間隔
係数

（μm）

単位容積質量

（kg/m3）

GMAX
（mm）

1号固定台 - - 2302

2号固定台 1.2 2448 2331
4号固定台 2.2 1142 2200

耐凍害性の観点から望
ましいコンクリート

3～6 250＞ - -

80

表-1 試験方法及び測定項目 

対象 試験方法 測定項目

表面走査法 凍害深さ

トレント法 透気係数
配合推定 水セメント比など
リニアトラバース法 気泡間隔係数、空気量
透過法 凍害深さ
EPMA面分析 C、Ca、Si、S濃度分布
水銀圧入法 細孔径分布
圧縮強度試験 圧縮強度

実構造物

コア供試体

写真-1 1 号固定台外観（左：全景、右：劣化状況）
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と、凍害深さは表層から約 5～7cm と推定される。 

1 号固定台のコアを対象に行った細孔径分布の測定

結果を図-4に示す。表層から 1cm と 5cm の細孔径分布

を比較すると、表層から 1cm の箇所においては 0.05～

0.5μm 付近の細孔が増加するという結果が得られた。

この結果は、凍結融解を受けた場合 0.1～1.0μm 付近の

細孔が増加する傾向が見られるという既往の研究結果

4）とおおむね一致する。また、表層から 5cm と 10cm の

細孔径分布を比較すると、表層から 5cm の箇所におい

ては 0.05μm 付近の細孔が増加する傾向が確認された。 

４．まとめ 

凍害危険度 2 の箇所に位置する、竣工から 58 年経過

した構造物を対象に、各種試験から凍害深さの推定を

行った。主な結果を以下に示す。 

① 透過法で推定された凍害深さは、50～70mm であり、

表面走査法で推定された凍害深さは、32～56mm で

あり、表面走査法による凍害深さは透過法と比較

すると、3 割ほど過小評価された。 

② 表面走査法で凍害深さの推定を行うことができた

のは、15 測定点中 3 点にとどまった。 

③ 細孔径分布の測定結果から、表層から深くなるに

つれて、0.05～0.5μm 付近の細孔が少なくなる傾

向が見られた。 

筆者らはコンクリート構造物の凍害劣化予測を適切

に行うことを目的として、経年と凍害深さの関係を整

理しており（図-5）、今後も凍害深さのデータの更なる

蓄積を行う予定である。 
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1号固定台 40、56 100 70 15.5

2号固定台 - - - 30.3
4号固定台 32 100 50 16.2

備考
計15箇所の測定
を行い、3箇所の
み推定が可能

超音波伝播速度
がほぼ一定となる
までを凍害深さと
した場合

超音波伝播速度
が4km/ｓ以下の
箇所を凍害深さ
とした場合

2号固定台は
打増による補
修を実施

対象構造物
表面走査法によ

る凍害深さ
ｍｍ

透過法による
凍害深さ
ｍｍ

透過法による
凍害深さ
ｍｍ

圧縮強度

N/ｍｍ2

表-3 凍害深さ推定結果、圧縮強度 

図-5 経年と凍害深さの関係 
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図-2 表面走査法を用いた測定結果 
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図-3 透過法を用いた測定結果
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図-4 細孔径分布測定結果 
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